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韓国農業にむける雇用労働力bよび

共同労働組織の変化
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はじめに

本論は，労働力要素の側面を通じて韓国農業の

変化を体系的に把握しようとする努力の一環をな

すものである。韓国における近年の急速な工業

化および都市化の進展は農業人口の大量流出をも

たらし，それ以前一貫して増加傾向を示していた

農村人口を横ばいなL、し減少傾向に転化せしめて

以来，すでに10年あまりを経過してし、る。とりわ

け，最近の農家労働力流出は一層激しさを婚し農

繁期には農村労働力だけでは適期作業が非常に難

しくなるほどに至ってU、る。

その中で，従来論議の主流を占めてきたいわゆ

る過剰労働力問題が，一挙に労働力不足問題にか

わり，機域化の速度を大幅に促進させる必要性を

めぐる論議や政策がいっそう活発になっている。

いうまでもなく，このような農業労働力問題を

めぐる状況変化の激しさは，韓国経済成長の急速

度の進展，大都市や大工業団地への労働力需要の

集中的増加などの構造的特性と表裏の関係にあり，

良業労働力過剰から不足への移行の速さ，兼業農

家の増加よりもむしろ都市への移動形態による農

業労働力の減少，労働力の不足化傾向への対応の

遅れと，その調整時間の不十分さなどの特徴が現
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われている。

本稿は，！事者が行なってきた過剰労働力論議の

韓国における展開過程およびその意義と限界，農

家労働力の保有量，構成および配分，ミクロ水準で

の労働力投入変動分析など韓国の農業労働に関す

るー速の研究の一部である。韓国における農業労

働の大半は戦前戦後を通じて家族労働力で占めら

れてきたが，農家の階層や時期によっては雇用労

働力の重要性は非常に高く，のみならず，その形態

もかなり変化してきた。また農作業の多くの部分

はなんらかの共同作業の形態で行なわれてきた

が、その形態や慣行にも著しい変化がみられる。

本稿で取り上げられる時期は，三つに大別され

る。第！の時期は，戦前の土地調査事業を経て成

立した地主・小作昔話が戦後の農地改革によって自

作農体制に変わる以前の期間である。第2の時期

f;t，農地改革以後近年の工業化都市化の影響が農

村労働力雇用に顕著に現われはじめる以前の戦後

期である。第3の時期は最近の農村労働力の大量

流出と米新品種の導入に伴う新技術の普及が行な

われる期間である。もちろん，以上の各時期の中に

おいても戦争などの捷乱要因で典型的な雇用慣行

がそのまま適用できなくなった時期もみられる。

しかしここでは利用可能な既存研究と事例調査結

果をもとにして，各時期の特徴およびその社会経

済的制度与件の変動に伴う変遷をとらえることに

する。また紙幅の昔話約ゃいわば定性分析に当る本
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Ⅰ　地主・小作制下の労働慣行
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論の性格もあてJて統計表および図などは？？略L,

数量的分析はi丘い将来別の機会に発表するつもり

であお。

I J也i三・サイド制下の労働＇t!'tfi" 

1910～18{F-の士地調査事業以，李朝後期以降形

骸化され，）つあった封建的土地公有制の下で、成立

進行した公同私有化および地主の拾頭を，近代的

な法市I］上の権干｜！として再編することによって戦前

山地主・小什;!jljの出発点になった。このように成

ょした地主・小作制のもとでの小作農の哨JJIH士雇

用而にも重要な影響を及ぼしたのである。

i~拍iJの地主・小作市I］のホっとも特徴的な点は，

大土地所有と零細経営とが併存した三とであり，

この点で単長［JI］の農業制度は大経営の資本家的農業

引 l、所有の自作成体制とは基本的に異なる。そこ

での農業経営は基本的には家族労働力を中心とし

て組織され、雇用労働力を取り入れるのは自家労

力の不足のある場合のみであった。

l 93()1,f.の国勢調交によると，ノ）;l:業労i動人llのヰ

で「雇用労務者JC職H，作男・fl'女そのf也の:e業労俄
f斤奇J守む白）し＇l｝許l台l土6.76°；（，であつて，残りの93.24

%は［自家労務者J(f是耕業二i＇と農業手助の f;-;tl-)に

よη てI与められてヤた。もちろん，同勢調査は有

業者方式を取るので，この分類は通常の主な就業

形態によったもので，自家営i廷に主に従事し副次

的に日雇または季節雇の形態で就業する人もまた

臼家労務者に分類される。この方式では小作農の

地位も得られず，他農家に住み込み労働者として

濯われるごく少数の人たちのみが雇用労務者とし

て数えられるので，労働力の投下号の構成から見

た場合は実際の雇用労働力の比重はより高いもの

になる。

待問農業における凶Jlj労働力打ょが共同労働組織力変化

沢村東平は， 1930年国勢調査結果を日本と比べ

て，朝鮮民業の労働力構成のもっとも重要な特徴

として雇用労働力の中で年雇すなわち作男の比重

の高し、ことと女子労働力の比率の低いことを指摘

してし、る｛川〉。日本に関する磯辺秀俊の推算と台

わせて比較すると， 19'.lO年の全農業労働力の中で

作男の比率は日本の 1.92%に対して朝鮮は 6.02

%，また農業従事人口の中で女子の比率はそれぞ

;lt4f1.4%, :14.2%であった。

戦前の農業でもう一つの重要な労働慣行は，共

同労働がもっとも普遍的な労働組織の位置を占

め，おおくの農作業が共同作業の方式で行なわれ

たことである。手間替の慣行は今日に至っても害1]

に重要な形態として残っているが，戦前において

は今日の手間替のように純粋に自発的，任意的な

労働力交換の外に，全般的，強制的な共同作業組

織である「農社jあるいは「調jデュレ〔干rllJ

という共同作業の組織が重要な役割を占めたので

ある（件2）。

ことではこれらの戦前期における農業労働力の

し、くつかの特徴的な点を中心として雇用慣行を吟

味することにする。

1. 悪用労働力の諸形態

戦前の小作信I］は基本的には零細経営であって，

農業労働者階層が大量に成立する基盤ができてい

なかったので，大部分の農民は小作地の自営の形

で家族労働力に主に依存したが，耕作地の規模が

家族労働力の保有規模に比べて非常に狭い農家

や，耕作地をほとんど持たないかなりの農家の労

働力は，雇用労働力として登場せざるをえなかっ

た。一方，自耕地をもっ地主やノト作農の中でも大

規模な農家は，とのような下層の農家の労働力を

雇入れることによって家族労働力の不足を補填し

たので，雇用労働力の存在は有業者統計で見る以

3 



1979080006.TIF

上に大きな役割を拐ったのであるつ

戦前の雇用労働の主要な形態としては，年雇，

日雇グ〕外にi也｝jによ η ては季節雇やJi雇もみられ

たがその比毛は！J-1＇、水準にとどまった。その中で

もっとも背遍的な形態て、重要な伝統的服用制度の

位置を占めるのは年ー雇（fjこザL 主たはEスムペI;; 

ともいわれる）であるの

モスムというのは、 1年間ある民’ぶに雇われて

普通住み込み労働脊としご主人の指；J九こしたがっ

て主にt'.z業労働IJi二，またH寺として家守！

従事：するJJ｝子労（助者である。モスムの雇主は自作

地持ちの地主または白作農の中！；）じであり， U}f;'

によ，｝ては大規模小作農の中にtみることができ

る。例外的には成人男子労働力をむたなし、喪家で

は零細長であ・；ても年雇労働者を置く J;;;}f；－があ

マ
0。

モスムi主強い（木力を必、要とするt主11：業に斗争中た
ずさわるので大i司〉分青壮年の年令~寺 I こ，；~）する均

どきにi土ご苦幻］者全雇う場f-',i，ある，， しかLAiI者の

「上モスム」と後者の「中モスムJ（またはコルケ

ム廿 ＇！ C音サ斗叶〕）との聞には労｛動能力に上 ・） て民：

しい報酬［而の格差があったり

モスム労働者の／li身は，他村の貫主居からか 5

般的であるが，たまには同じ村のII'，身者もいるり

かれらの中には未婚の独身者が多く，年々契約を

更新しながら同じ雇主の家で10年以l::.{i動く場合も

よくみられた。特に信任が厚くなると若子の耕地

を借りて安Lリト作料で独立した小作農になること

もあって、その場台は単に年雇労働者よりも家族

の一見に近い関係にまで結ばれることもまれでは

なか η たっ

そスムの報酬は部落レベルでよHullされた能力に

よって相当な水準の差があり，支給形態や時期も

多様である。もっとも普遍的な支給形態は現物

4 

（主に籾）支給であり，現物に一部現金を添加す

る方式もあったが，全額現金支給はごく例外的な

場台であった。戦前の一般的な支給水準は現物の

場f；－籾 2～忌石（または精米1.5～：L75干，1'1fiiお， 一

部現物・ F 長fl現1i＼＇：の場合は籾 2 ～ ~1 1'iに現金I（）～

20円，例外的に現会だけの場合はふつう40～50円

の水準であった。そのほか食事，煙草，春夏秋：i

季の衣服までを合計すると年間150～200円の総額

！：＇.；；干価さ ilている（／，l3 ¥ 

モスi、労，i陽jσ）発生時甥に ／－＞v、ては文献的根拠が

依か

た上う f仁，I己録治：iコ経←国大典』び〉月lに見い出せるが，
j丘代に入， ；て；土、 18例年の甲午更張に伴う針建的

身分従属関係の廃止によって解放された奴隷から

の転化と‘ 土地rJ/iH号事業をきっかけにして土地保

11刀、九分向性され農村内部に滞市した一つの下層農

氏鮮などが，モスム労働者の大量創出の背景であ

ムコしたがってモスムは近代的農業賃労働者、封

建的小作農または農奴とも異なる別の歴史的産物

といえるものであろう Uf4）υ

戦前のモスム労働者の数について，一研究はお

よそ:10万人を上In］わるものど推定している悦5）。

またそスムのほかに純粋な小作人とモスムとの中

間的存在で「狭幕人L 「行隊人j，「次戸jなどと

呼ばれる約4万戸があけた。かれらは地主の家宅

の一部あるいは地主が提供する独立家屋に無料で

住みながら地主の自耕地耕作またはそのほかの労

務に従事し，本人および場合によっては家族の食

事も地主から支給されながら 1～4反歩の小面積

を小作する存主である仔r6 J 0 

年雇につづいて重要な雇用労働の形態は日濯で

あるつ前述したように有業者方式による国勢調査

でのH雇労働者の比重は非常に低いが〈佐7），労働

投下時間の構成における日雇労働力の比重はもっ
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と麗要なものになる。と Lうのt主，比較的に経滋

規樽の大きL、自｛'f'1＇ミや上 ！召：川

繁期には家族労働カ，年腫，他農家との交換労働

力だけでは補作の整地，田植，除草，収稽，調裂

などはできないし，麦，粟，大豆そのほかの畑作

物の整地、播種，｜糸草，収穫，調裂などの作業で

もかなりの日雇労働に依存しなければならないか

らであるけその反而家族労働力のf;i有量：こ比べて

自耕地の少ない零細自作および小作農は剰余労働

力を日雇の形態で（則合することに上って司経営の

零細性による所得の不足を補なう盟主要な王手段とす

る。したが－，て日雇労働は一般的に農繁期に集中

する傾向があり，自家労働力すら利用率が大幅に

おちる農閑期にはほとんとなくなってしまう。

日雇労働i土地域的iこはど三の弛方でも広く行な

われる普遍的慣行であり，作業自に昼・夕食と 2

回の！甫食のほか煙草と酒がYi主から支給さ九る二

とはほかの農業雇用の場合と変わりがない。また

戦前期のH雇賃金水準は一般的仁は30～so銭の許可

にあったが，入手の求めにくい農繁期や強度の高

い作業の種類または人口街度の｛氏L〆、北部地方で若

干高い傾向があった（注8）。

その他の雇用形態としては，季節麗とi治負作業

とがあげられる。季節雇は主に西北地方でみられ，

季節労働者となるの；主，他地方からの流入百，特に

凶作年などi土満州地域へ移住する者で，旅費を稼

ぐため途上の村で数カ月間農業に従事する場合か

多レ仁l時期と地方i二上っては月震の形態もあった。

一方，請負作業はふつうは農繁期の農作業にお

いて良耕地が遠くて監督L，にくU、場合， A定の面

積を一日の作業量と見倣し，請負にだす雇用形態

である。詰負作業の報酬じ，一定面積の田畑の耕

起，閏植，播種，中耕，除草，収穫などの作業に

つきそれ：汁L定額山中合与が与えられる。そのー形

車車国農業における属用労働力および共同労働組織の変化

態で全羅北道の稲作地帯では「雇只jとし、う制度

がよく行なわれた（注9）。とれは稲作の作業全体を

請負によって耕作する ζ とで，雇主は日吉負耕作人

から 1 年間の労働力提供を約束される~·}j労貨を

前貸して生活を保証するものである。腫只制度は

戦後になっても1960年代中盤期に至るまで全羅地

方を中心として存続するが，躍主の立場からは農

繁期の所要労働力をあらがじめ確保しうる利点が

あり，請負耕作人にとっては春窮期に現物給与の

11¥J貸を受けて食糧確保が可能である利点があっ

て，両者の利害関係が一致していた。しかし前貸

与れるお与は高利貸的性協を帯び，また労働力提

供の約束が家族の連帯資任的性格を持っているな

どの側面では前近代的性格の濃い慣行といえるも

のであるの

2. 共同労働慣行の変灘

戦前期の農業労働慣行の中でもう一つの重要な

特徴は， U、ろいろな形の共同労働がさかんに行な

われたとし、う点である。朝鮮で、伝統的i二行なわれ

てきた共同労働としては共同作業のほかに共同耕

作もあるが，その主流をなす共同作業はまた全体

的強制的共同作業，多人数の任意的結合体の共同

作業，臨時的手間替による共同作業などの種類を

含む位10、。

まず，共同耕作は近代的土地所有権が成立する

前の時代に存在した「無主間砿地」や，「廃除地」を

村落の共同費用に充当するため村民の賦役で耕作

したり，収穫をえるために在意的に結ばれた一定

の人員が共同で一定の作業をする「農契」の場合

に，行なわれてし、た。しかし，共同耕作i也の規模

は， 1912年には村落共同収益地404個所，重量契共

同経営地496掴所，計900個所， Hi20余町歩にすぎ

なかった。また土地調査事業に伴う近代的土地所

有権の確立過程における村落共同体的な性格の弱

ラ
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化によってその成立の地盤を失って1920年代以後

（こはほぼ消滅することになる。

つぎに，共同作業の諸形態の中で全般的強制的

共同作業と L、うのは，村または部落ぐるみで田橋，

排転，除草などの作業を共同で遂行する団体的な

共同作業組織のことである。この全体的強制的共

同作業の形態は，「洞ヂュレJとv'v、，その総織は

1也)Jによって良社，設r-r,J皇族，牧11'などいろい
ろな呼称がある（注11）。洞テュレの1貰行につし、て，

高尚南道府山の例を見ると，その組織化のための

協議は、 flJt仇と l回目の除草が済んだ！日暦6乃初

旬のある J 日を村の休日と定め，そのf:H二関かれ

る酒害の席ヒで行なわれる n この13は村山農夫全

員が参加行楽する。二（＇）費用は！え域内農家の経？吉

田畑反別（こ＇？ ill当てどり，農家の等級にしたがって

徴収した企棋， 主たは洞の経費で充当する。この

！？告で衆議（二上ぺご，~｝仕の役員が選ばh，共同作業

じ）日数が決められる。これによってI＂－：域内の民家

は．共同作業期間中、11:・r1人全継続出役させる義

市を負うじ もし「友人男子の不在または事故や病気

で参加できなければ，あらかじめ申し出て金納す

るか，少年び）出役で代替するかのL、ずれかの方法

を取る。ただ寡世話農家lこJー功、ては出役義務は免除

主れる。

什：業は村常民の仕事の緊急度または慣子守に従っ

て順次巡回遂行される。共同作業の賃金は請負ベ

ースで雑草，の繁茂や作業の難易！支によ〆yてl斗落

（約＇.XlOl引当りいくらの基準で徴収する。この賃

合収入は共同作業終「の時清算し， mtu.，ノ）経費全
除いた部分は洞有財産に入it，共同事業または共

同負担に使うことになる。地域によっては良社の

作業が田植， j謹概，除草，収穫までを含む場合もあ

るが，除草作業を中心にして行なうと k、うのが一

般的であった。また共同作業収入の全部を構成員

。

の／l:¥役目数によって分配し，一部の残額のみを共

同費用に充当する地方もあった。いずれにしても，

民社は村落内の労働需要殺到期の作業を共同化す

ることによって村落共同生活全般にかかわる連繋

を作久村落共同体の核心をなす役割を拐うもの

といえよう。

畏社の起源につし、ては二つの異なる説明がある

世間。一つは農作業における共同作業の必要性か

らというものであり，もう一つは村落共同の祭記

基金造成の必要性からとし、うものである。すなわ

ち， l前者によると，農家において耕転や除草の適

期は一定であり，その時期を逸せずに一斉に全耕

地での作業を済ますためには農社のような全体的

強制的な共同作業の方式が必要だということであ

る。後者の説明は，伝統的慣習の禍m主神祭に必
要な費用を住民全員iこL、九十ち賦課するこどが困

難であって，その基金造成のため農社方式の共同

出役がはじまったということである。しかしこれ

らの説明はいずれも農社の持つ属性の部分的な側

面に関連するだけで，その発生時期と合わせて統

一的な説明を与えるものではなヤ。農社を農業上

の必要から見た場合次のようにとらえることがで

きる。もし農家がその個別責任にもとづいて労働

力を調達しようとしたならば，村全体の労働需給

は調節できなくなる可能性がある。その結果病人

や事故のある農家は作業適期を失って収穫に深刻！

な影響を受けやすくなるであろう。ここで部落レ

ベルでの相互扶助ないし救援の組織化が必要にな

る。さらに，経済の個別化が進むことによって，

村落の共同行楽などへの挙村的参加が弱化するに

対し，その振興，統制のための財政確保とし、う目

的が付け加えられたとし、う側面も否認できない。

つまり農社はいわゆる複合的性格の組織なのであ

匂。
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；選杜は李朝末頃までは各地で広く普及し，運営

も比較的円滑であった。しがし，土地調査：ぎ業な

どをきっかけとする農村社会経済組織の変化によ

ってその存立の基盤が崩れ， 1920,30年代に革つ

てはほlま消滅状態になってしまう。その要因とし

てはつぎのいくつかの側面があげられる。まず，

第 1に部落共有財産と一定範囲内の噴習的た司法

権などを含む村溶共同体の崩嬢は，換社存立の有

力な根拠の一つを失わせることになった。第2の

要国は村落内の階層構成の変化による義社に関す

る利害関係の対立である。村落内の階層分化の進

展とどもに兼業，日雇および年雇世帯が発生し，

農社は大地主または大農に有利となり，，］、農に対

してほ不利で必然的に関心が低くなる（笹山。最後

に技術的変化か生じた二とボあげられる。改良

裂，除草機の導入とともに帰人の水田除草作業へ

のご参与拡大で男子労働力需要の輯秋、が韓和した点

である。

共同作業の第2の主要形態は， 「ヂュレjと呼

ばれる多人数の任意的結合体によるものである。

農社が地域内の全農家に対する義務的な組織であ

るのに比べて，ヂュレt工農作業の共同処理によっ

て相互利益を得るために一部の農家が任意参加す

る純粋な作業組織である。共同作業を必要としな

い議家はここには参加しない反面，共同作業が；む

益である農家は1人以上数人までも出役でき，実

際大農がらは良業労働に従事する成人男子はほぼ

参加して参加者2～3人になるのが普通である。

デ l レマの労働の貸借t土原則として交換労働で返

済することになるが，貧農が保有労働力のより I・

分な活用のために参加する場合は金銭または穀物

で支給される場合もあるc デュレの作業種類は田

植や収穫が含まれる場合もあるが，ふつう水田除

草中心であることは農柾のそれと変わらなヤ。業ム

事専問農業仁おける雇用労働力およが共同労働組織の変化

間作業の存続期聞は対象作業の終了までで，作業

の割当は互譲方式でもっとも急を要する農家から

1日ずつ凹ることになる。作業時聞は朝お～9時

から日暮ごろまでの11～12時間にわたるが，午前

午後の中休みと昼休みを除いた正味労働時間は

7-8時間ぐらいである。デ品レは労働，娯楽，

饗宴の一体化された労働組織としてしばしば特徴

づけられる。

デュレの種類としてはもっとも一般的である水

田除草の「デュレ回jのほかに，堆肥用の草刈り

を共同輪番で行なう 「デュレ箪J，婦人の共同労

働組識としての「ヂ、コレ麻jや fデュレ綿jもあ

るが，いずれも行楽的側面を曾む共同作業組織で

ある点では共通する。

ヂュレ組織の共同作業方式は洞デュレよりー露

合理的な形態であり，より長い歴史を持ってきた

が，社会経済的条件の変化の中で次第に衰退せざ

るをえなくなった。その要因としては，作業順番

の争いの激化，多数の構成員による 1日宛輪番作

業方式からくる個別的労働カ需給調整の国難性，

作業の粗放化や不経済，食事給与回数の過多に対

する反省，農家経営組織の多角化によるデュレ方

式の不適合性などが上げられる。またデュレ麻や

ヂュレ綿など婦人による共同作業組織も近代的工

場の製品の普及漫透とともに，次第にその成立の

根拠を失うことになった。

共同作業の第3の主要形態は［ブ。ムアシJ（苦渋

。l〕と呼ばれる臨時的手間替によるものである

暗 14）。上の土つが一定期間持続する固定的な組織

体であることに比べ亡，ブ。ムアシは成員の数が一

定でなくて門戸がいつも聞かれている労働力交換

の組織という特色をもっ。その組織範囲はふだん

部落または密集来落単位の地縁的共同社会内にか

ぎり，村落内では毅疎の区別なしで必要な時は数

7 
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日前または前夜の予約だけで労働力交換が簡単に

成立するの交換される作業の極組や期間について

はなんの制限もなく，一年中のあらゆる種類の作

業について行なわれる。

ブ。ムアぅ労働の給付lと対する反対給付は等長安

換が原則であり同種の作業でj&済されるが，場合

によっては異なる種類の作業または例外的には給

付当時の賃金水準で現金清算主れることもある。

しがし，ヅムアシの等価交換JJ；｛則は労働力需給上

の必要や人情関係によって若干の例外が認められ

る。すなわち水旧作地域の田植作業にJ八、ては婦

女子および15,6識の少年も 1人前の男子と手間替

ができるようi二なっていーて，これによ 7 て成人男

子のいない農家が田植期を切り抜けるのに大きな

便益を与える。主た労働力安換の計算単位は 1I l 

となっているが、天気な立の事情による半日程度4

の差は間わなU、のが慣例である。

プムアシ方式は、等価安換の給付上の原則と任

意的な労働力突換の組織上の特質のため，共同労

働一般iこ特有tr.利害の対立性や束縛性から解放さ

れうる。したがって他の共同労働の組織と比較し

あらゆる地域でよりさかんに行なわれてし、た、い

わば共同労働の最後の形態としての地位を占める

存在であった。しかしデムアシ方式にも農村社

会の分化の中で若干の変容を受けざるをえないい

くつかの情況が次第に現われた。まず，個別経済

化への動きの中でプムアシ方式が含んでいる扶助

的要素が稀薄化される反面，利益追求的側面が次

第lこ表面化すら三とになる。三の中で少年や労働

能力の劣る人との労働交換，または食事の内容の

よくない貧しし、農家とのグムア与をお玄ない傾1,,J

がでてくる。こうしてプムアシに代わって日躍労

働が増える傾向が次第につよくなってきた。とい

うのは，中農以上の場合は春先に金銭または食糧

8 

を前貸することによって日雇労働力をあらかじめ

確保する方式を選び，面倒な交換労働の方式を取

らなくなってきたからである。この結果，プムア

シ労働は中・上層の農家よりは下層；農家の聞で重

要性を持つものに変わってU、く。愛尚南道尚一山の

事例調査によると（注15），年雇を除いた家族外労働

号：（日私交険および手伝労働を含む〕の中での交換

労働の比重は，大農30～47%，中農50%内外，下

回80%前後をそれぞれ占め，交換労働の中でラュ

レを除いた純粋なプムアシによる分だけでは，下

層農家の絶対日数がむしろ多くなるくらいで，家

族外労働量の中での比重は上層10%，中農20%内

外iこ比べて下層ではお（）%にも達してレfこ。このよ

うにプムアシは下層農家にとっては不可欠な労働

形態としての重要性をもっているが，中農や大；農

にいくほどその重要性は急激に落ちるというはっ

きりした階層性をみせていた。

ここで，調ヂュレ，ヂュレおよびブソ、ア会を含

む共同労働一般の地域性についてすこしふれるこ

とにしよう。共同労働の型は大きく分けると，南

部地方の水田型と北部地方の畑作型とに二分しう

る。前者においては部落ぐるみまたは多人数によ

る共間作業が支配的である皮箇，後者においては

少人数の共同が主に行なわれる。この差はそれぞ

れの地方の主作である稲作と畑作の性質に密接な

関連をもっ。すなわお，水田作では防水， i盤i俊作

業の必要のため関係農家全員の協同が不可欠であ

るし，変の収穫と田植作業との時期的な重複など

のよろな労働力需要の集中期の迅速な作業処理の

ためには，多人数の労働力の結合が緊要になる。こ

れに対して，畑作では水管理の共同労働や作業適

期の集中などの面で，水田作ほどの大規模の共同

作業ど必、要せず，少人数の共同作業だけで済む。も

ちろん，畑作地帯でも水田作が行なわれるが，それ
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社会の宗本構造を変えることになった。

戦後の持団における農地改革につL、ては，レく

つかの側面からその不ト分性が指摘されてきた。

士ず，農地を除いた山地よとの他の亘要な農業生産

子段のi1J-分配が改革の対象に含まれなかったし、

改革の論議が始まってから実施に至る準備期間が

長すぎて，改革の枠外での地主の士地売波ペヲー郊

での所有権の偽装移転などの違法があって，実施
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す

でに戦前期／ρらも解消過程をたどっていた共同労

｛動の↑民行かプムγシをJJIJにしてはほぼなくなるこ

とである。上で述べたように，共同耕作形態はもお
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ろんのとと，農社のよろな全般的強制的共同作業

組織い村落共同体的地盤の前提の上で成立しうる

ものであるので，戦前以来の相当な期間をへる問

の個別経済の発展にしたがって，その存立基盤を

完全仁失うことになったc また，任意的結合体に

よる共同作業組織ではあるが，一定の期間にかけ

てつづく闘能組織的性格を帯び，個別経済の運営

に対して慣直性を与えるデュレの慣行も，次第に

より任意性の諜い形態であるプムアじゃ日雇に代

わっていくことによって消滅していった。

結局，農地改革を経過した後まで残ったただ一

つの共同労働の形態はもっとも任意性の強い，拘

束力の少なL、小規模の労働力交換組織であるプム

アシだけであった。

プムアシ労働に関しては利用可能な事例調査が

多くないのでその全国的把握は難しν。1965年の

全羅南道霊光郡下の水間作地帯3個部落を対象と

した調査によってデムアシ慣行について見ょう

（注2)

この調査によると，総農家戸数173戸の中でプム

アシに参加したのは91戸で，全体の52.G%にあた

る農家が多かれ少なかれヅムアシ関係をもってい

た。作業の種類はほぼ除草作業を中心としてい

る。プムアシに参加する農家を階層別にみると，

水田のない良家（以下，非水田作農家と略）を除いた

あらゆる農家階層で，それぞれの戸数の半数以上

が参力l!L, ~，＇ムアシ労働に対する依存度のもっと

も高いのは小農および零細農層であったc

このようなプムアシ労働参与にみちれる階層性

は，戦前の蔚山達里調査に現われたのとほとんど

同じ現象である。またフ。ムアシへの参与度も全体

的にみて別に低くなっていないよう仁思われる。

その他にプムアシ労働における等価交換の原則も

変わりがない。

10 

ただ，プムアシに出る労働力の種類を家族とそ

スム；こ分けるE，当然のことながら非永田作層と零

細農では家焼労働力が支配的であるが，小農と中

農層には家族労働力とモスム労働力がともに参加

し，大農においては主にそスムだけが，プムアシ

にlれているをャうがなり規則的な階層牲が見られ

る。それから共間労働作業当日の2回ずつの食事

と間食，および煙草の提供などの慣行は戦前期の

それと同じことが行なわれていた。

2. 悪用労働力にお貯る変動

つぎに，農地改革以後の自作農体制のもとで行

なわれる雇用労働力の種類や形態における主要な

側面についてみることにしよう。

まず，モスム労働jにおける変化から始め0こと

にする。モスムが戦前期における雇用労働力の中

でもっとも重要な位置を占めたことは上で述べた

が，，J、｛乍糞土は違ってモスムは分配農地の受配対

象に入らなかったので，農地改革は直接的にはか

れらが自作農などに転換しうるきっかけにならな

かった。そのうえ，巨大な地主所有地の小作人d、

の細分の結果，平均して耕作規模の小さい多数の

農家が創出され，それだけそスム労働力に対ナる

需要が少なくなる可能性も否認できないところで

あった。たと農地改革で解体された地主措層は，

大部分村落に住む経営的地主ではなくて都市にわ7

住しながら小作料だけを受け取る不在地主であっ

たので，改革以前に直接モスムを雇うことはなか

-) fこ。

要するに，農地改革の前後においてのモスム労

働力需要に対して変化をおよぽす要因として考え

られるのは，所有地全部を小作にだす地主の没誌

ではなくて自作大経営の規模縮小である。しかし

改革の主な影響は前者の側面であって後者の側面

ではないので，モスム労働力の需要減少要因はあ
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まり大きくなレはずである。

－方，モスム労働力の供給側につv、ていえば，

l問鮮戦争時の育壮年層の大量出征による減少要関

を月IJにすれば，避難人口の流入による人口急増，

195（｝年代の農村経済の全般的停滞，都市産業の未

発達などの条件を勘案すると，潜在的な供給源は

なお高い水準を持続したのであろう G

戦後のモスム労働者の全国的な規模や地域分布

；ニ問する資料は1960年の農業センサスだけで，他

；こは非常に乏いぜ、。 1950年代のー研究は，モスム

労働者の総数につし、て 1950年に '27万2000人から

印刷年にJO万l(JOO人に増えたものと推算してし、る

r iU ¥ 1960ifムω農業センザスによると，モスムを

雇〆fている民家は21万9000戸，モスムの数は24).T

人にそれぞれ達し、モ〈ムを雇う民家の l戸うり

平均数；土l.lCJ人lこなづているつしたがっとセレ十

ιでは良家総戸数（！） ~l. 1 '¥, 7うlモスムを雇ず｝ていら

ことにleる。 －方司土の研究での事例誠査では全

国：ll個！江：l55i-¥戸山農家の中でモスムを雇，てし、る

出家は484戸C，全員家の J:l.6%にヨたり，モス

ム（，＇）数は .'i22人で、あ 7 てモスムを雇う農家の lP

"1 fこりモスム数は1.08人である。
－）；司モスムを雇入れてし、る農家の階層別分布

を：桃作規模を基準にしてみると， 2医f歩以上の民

家内66.7うら， ］～己町歩農家の40.5';{,, I田f歩未

1品良家（／J6.9 ＇；＜，かそれぞれモスムを｛克っている。

その中で， l町歩未満の小規模農家がモスムを短

うゆ合はほとんどが召集や徴集で成人山男子労働

}-; 1)' rない時であり，たまには労働力山より集約

((] ic:.投ドまたは救済日的で年少者あるいは老年

湿のモスムをた，＜させるくらいの報酬で尿入れる

こともみられる。 Lかし，中農以上大設にとって

は，モスム労働力は家族労働力では不足する基幹

労働力を確保するために，また経営主が監農だけ

,;c;~ I !ii t:1，：主における）（（Jl1労働力JjJび共[i,J労働組織しり変化

を担う場合には，基幹労働力そのものとしての役

割を占めることになる。

また，半モスム，月モスムなどの名前で呼ばれ

る戦前の行廊人， n雇，季節雇などの雇用形態も
一部地方で残存するが，この場合も雇主との主従

的関係は著しく薄くなり，賃労働者ム的な性貨をよ

り帯びることになったのが特徴といえる。

モスムの報酬は大部分が戦前のように粗穀（籾）

形態の現物方式で支給され，その水準はら～ 9石

の間にあり，宿食や煙草などの支給の慣行も戦前

のそれとほぼ変わらなかった。

--)J，全南霊光の19同年事例調査によると，モ

スムを雇入れる農家数はJ2戸で，全農家数1J2戸の

Iドで18.5%を占める。またこの地域でみるかぎり，

どの農家も耕地面積が3町歩以下の妓模にとどま

pてい亡 2人以上のモスム労働者を雇う農家はま

ソたくなくなってL、るc 階層別には，大農（水位1

ff 2 Plf＇か以上）の 1（沿っら，中農（ I～2 Plf J却の72.'2%,

ノト農（0.5～l町歩）の18.9%,零細農（0.1～o.snir 

Jめの 7.7%が，それぞれモスムを雇っていて，

モスム労働力の重要性は決して減っていないの

ただ，以前の調査結果と違う点、は，モスム左雇

主との主従関係が非常に弱くなったということで

ある。すなわち，戦前は同じ主人の下で長い間雇

われ，信任を得て結婚などの世話をうけ，土地を

与えられて小作人の地位につくというような長期

雇用が多くみられたが，地主・小作首ii］が崩壊した

以後はこのような長期雇用のケースは非常に減っ

ている。 1965年の霊光調査によると， 3偶部落32

人のモスム労働者の中で，［ri］じ主人の下で、雇われ

C L、る期間が 1年未満の人が'25人であるのに比べ

て3年以上を同じ主人の下で働いてきた人はわず

か2人であった。また，モスム労働の経歴年数も

平均 ~1.1 年で 5 年以上の経歴の持主は32人の中で

I I 
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5人Jニ「ぎなノトつよ三o これを195(i年の調子王結果と

比へて7非ゐ 1士、 モとム（I）平均経暦年数は非常にうti

J、ts.つI二こヒ7）；、,h;'J、る (l%叫調子Eで比経歴f十数

九年以上のモスム労働｛＇j-，土5'.2＇.！ 人の中で'.25Y人でほぼ、ド

JZ｛；斗主してL、た） これはそスム労｛彰j千？にとって社

会的モじ 1）子ィか高く fト』てきたことを意味する

ιのごあろうれよと山他p 十・民酬の支給方式や水準な
どは両調荘内111］に大きな変わりはみえなし、乙

」ス上び）二乙刀、らl裂がjすると， ;;'!: J也改革をへて

I（防（）年｛＼；，β（）年代心I)IJ!j半lニνたる邦rnnにかけても，
モスム労働）j::t 引きキ：c~ 、て史家雇用労怖のも.，ど

も113；裂な形態として妓.) .ごきたという点では法本

({J t;ι変化は見Illされかい。 しljミL, モ人ム労働佐

山平均経！？年数およびー家へび）継続催出身JI日iがw
しく短〈なり，屍主とのIL＼！の伝統的な主従関係が

非常に弱くな〆：，／;1_では，つぎの段階ーの’〉モスム'tl't

frにおける,1,;,,,j¥j'｛な7変化の白ii兆を示すこととし、えよ

つ。

〆 1 与二，.
J 」；＇ ＇.う IJ/丞労i動J）形態ト二fちと3ことにする。 iI 

J{i"i;＇｛動力は I可耕地に比べて家族労働力のi:iH初、i益

多な詳細民主7こは小良府から供給され、家族労働

}J、モスムラ5・1111. ・lムγ 〆び）交換労働力だけでは

良繁期日）労働－力需要をまかないさることができた

L、民家によ ) －－：・’rfi要される。またfl雇労働だけに

生，i十をまず〉たく依存する民家ははとんど存在しな

いなど Cl）基本性格i:J:戦前期と変わりが々し、。

前掲の全南東光調子王によると， fl)i労i動にでた

ことのある訳家数は引戸で， 全民家戸数の48.0%

こj主L，そし『）Lfl J〕1戸を｜徐いた泳三戸がノトE芝居以下

（／）階層の良家である η また1；皆同日ljに口if長労｛動力i！主

i十＼の参加民うきょの比卒をみると、小／：！！；c>Zl.6り，：，

手主細農（T)fi5.•＼日らう 非水田作掃のG1.m:,1J込それぞれ

多かれノYt（ 乙、れ ~l Ii+(労働iこjj主lBしたこ土のああti

家であった t」

I 2 

日雇労働力を雇ったことのある農家戸数

は全農家の45.7%の79戸である。この比率を階層

別に分けると，中農以上の目的%，ノト農層の81%,

知｜農層の：lO.8＇；ふ非水田作婦の 2.9%の農家がそれ

ぞれI］雇労｛必力を使ったことがあった。 しカ、し，

~j 属労働力の雇用H数では，全階層平均は年関

心.8 [lで、あるのに比べて‘非水田作！再10H，細民

コ0.6日，；J、農::i:3.'.-l lJ，中農61.8fl，大農 140.5H 

の111nで経営規模によって非常に格差が大きし、。

:le. fこ， 日展労働にでた人たちの平均日原労働日

数はラ男子：l9.ZS, Ir.子19.7H，男女平均：10.7 [l 

でせL、ぜL，、 1カrnこすぎなし、c その中でもっとも
n数の多い人で、も 1lOflであ／〉て， H雇労働が主
に氏繁期に限／〉て行なわれる補充的性格の雇用形

態であることを現わしている。

しかし，同調在での 3個]'HI落で行なわれた日雇

労働のfl数が合社：）7091=1にいたっているのに：7°ム

アシ労働のそれは1870flにすぎないことかん判断

寸れば，共同作業の交換労働力である －－：fムアシの

戦前ノ明にみられた重要性はこの時期大幅に低下す

る反両日雇労働力への代脊が大きく増えてきたこ

とがわかる。

i長後に，戦前期に一部みられた請負作業の雇用，

いわゆる雇只の慣行につし、てふれることにする。

19同年の全南霊光の事例によると，典明的な請負

ft:業は稲作 l三i’落（約2帥i平〉に対す石田植， 3回の

除草，収機および収穫物の運搬を含む一連の作業

を一抗議負し、平均6日間の労働力を投入するこれ

らの作業について正秘2三！・I＇日II寺の現物評価ではほ防

ウ寸ン）の報酬が春先の食糧としてがI貸されるこ

とになってL、たO 調賓年度におし、ては，総農家戸

数lTl戸の中でお戸が請負方式で労働力を雇入れ，

-t9戸の農家が請負作業を担うことによって全農家

戸数の48.併合にあたる84戸が雇バ制度の関係を結
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んでいた／L4ノ《

これを階回目リに分けてみると，

中農の 5(1ー0°；ハ ／｜、長〔ハ；l5.lりい

A:tいi(;:¥1うん，

N~,tHtLv> 10.:iら

がそれぞれ雇lけJ式で他人労働を医入れてし、る以；

rfti, JI：求旧作！「j の；ti.•1 弘、 1子細古山Tl . :1'¥,, ;J、W!:

の15.W；，，が雇LL労働に従’！正したことがあり、 LJ1位

以上になるとぽ只労働 f，び）参／JIHtま＇） t：くt,c..くな

屯）， こしり附j将位；土庁EI, l )j式の労働力の窮迫販売がj

性格からくる、13旬、の帰結で、あろう η

また， 1歪H’＇jj’働のこの地域におけるf主要性をみ

るために司 Ti.Hen単位数を水図面的に換算すると

金水田i乍而拍ぴ1:31. o•；，；，に医H }j:rにし川労働力投入カ

行なわれたものと推定される， もふんん，）語以れ：

業が稲作の全過程にわた.，・c行なわれるものでr・t

なくて上で手lj）詳したづ：i；の｛乍業に限九れるが、そ

れにしてもその重要性は非；；；；；，二芦；，，、 'LC') ¥_. ,;,v’｛illi L 

なけh,ft主；， ぷL、

雇只方式に上るfl業ぴ）極鋲iよ守役＋・，えI），脱穀

機なとの生rS:子段を必要とする銚耕またはI］兄穀，

Jとの他に水背理や施肥などを除レた子労働中心で

i画期iこ労働：｝J t, 二投入されなければなムなしイ！一業に

集中すゐコ

以ヒのようなほ」lc！）慎行は，／トi判長IJ/主力；j去作に

よって古必されて！ィ、るとし、う条件の下で大！主！脅か込

良地を保有し le..がらfl繁期労働力山不込卜こ安定的

に対処するν）に非常にむ干l]fr.}j式となる 0 -}j，雇

ハ労働じ従事する伊lllfl日雇労働iこ比へて尿傭機会

が確尖iこ保障主 ;jL，春先び）先払で食提笠をのりさ

ることができる手l]h：があ・・.，て雇H}j式を好むこと

になる。た／＇. L, i許iハ労｛重J1の報酬は古iI1t}j式であ

って当時のそのI也域で行なわ;Itる ［長手I］米Iu主5、

の場合に適用されるものに近い利率の高利貸的性

格を汽んでいて、 日雇賃金の水準よりペコペコ低U、の

が普通であ－：，に戸 ifr1只の場｛H,,1也の雇用形態と

,;<,'.: iLJ /}'! ；｛：、にわけろ kr'/!Jゥ；’働｝）口上 7f共1,,1労働mt設の変化

同じような作業当口の食事と煙草の給与が伴う。

辰只労働につ1ぜ、て特記すべき；，＇iは，白ii貸賃金に対

する良作業の反対給付の義務は家族連帯去任であ

るなど，市1［近代的な色彩が濃いことである。

/ftHl労働に J 川、ては入手できる他地かのが例，ii，品

査が之しいので， その地域性などの側面について

断定はできないが，平野水田作地帯を中心にした

労働慣行であったことは推測できょう G

以上の叙述からわかるように，雇n労働の慣行
は春先の食糧難を常態、とする大畳の過剰労働力の

民村i市慣を前提として成立する古ii近代的性格の浪

し寸雇用1賞rrといえる。 だから， この慣行は農村労
｛必j)jの急i敢な流出，減少がはじまると， ニモスム労

ff,JJとともにιr，ども急速な影響をうけるものであ
ヲ－, ) . ) " 

(; I l ) 的I!J. J;jcJ也じ.<r.>j• ; J ,'¥' ；；：＿，必科t;;, ひ・1,,H:hにつ

い：υ，郎 ＇k ム ,'iii:伶品；：同；；U也改小二Wlスν＇0然」
([r'!of j斉よr.，首Ef ソウル）~ •'f: 校長予 J庁！ii[ '!¥:!fl t1礼，I6 ？＇主九：i2 
I; 1%7lf 6 /]) 77～112ペジJ;J V'i託JIii六『伴 l•d

l｛）也L"c11'•. /) tlf杉，，i-l』東J;( アシア経済研究所 1976"1 ・ 

fけ 2) T・IJ'1(1" I （咋iはノ作業 1；｛必二 W！ス｝： ι ぢーで号

念日t'r'1'!1 ju 'i .. :t rn; I、；） i[,',i沼：In1 ;;JI/ ff Y 仁j• ，心トシ f

J C『経済諭守，.J tJ¥ 6巻第2り 1967年 6]] ) 15 

～51・ トーン。

(ij :l ) /.E 41ゴf「「モス J、三［ηスノLwre:2)1 c『t佐f舟t、

研xn:f s和T ]()57'.! 12η） 117・ ・ ノη

Cit 4) r 11,i地i諭文 4/i< >o 
C ii ") 「jく平ljラf:Iというのは， 1tL c 、医民が存先

に食料iJ長士 11,1itされ，秋以mi，こ!Jl物』；lit＼と 緒eこ返済

！ゐ H，，.パ j克1年金 i';•lt)] ）＼.てあらかラ Jつう泊白人、 IJ「：；Jf!j 

＋う あ♂ 2て5};I］；て主でt、プ二る持0fr i. jんっ／：ゎ

国 技術本新に伴う新LL、動き

1962年から経済開発言十両が弔立案・実行されは

じめ，急速な工業化，都市化が進展するのに伴っ

13 
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亡農村人口の都市への流出が，青年層を中心にし

て活発に行なわれるようになった。その結果，長

い間増え続けてきた農家戸数および農家人口が，

1967年を境にして横ばいないし微減傾向へと転換

し此じめ，農業雇用の面で、も過剰人口の農村内滞

留という条件のもとで続ャてきたいろいろな制

度・1慣行たどが崩れざるをえなくなった。また1970

年頃からは「統一」をはじめ米の新品種が全面的

に普及されて，新品種に対応する新耕作技術が導

入され，また農薬や耕転機などの労働節約的生産

手段ポ広く使われるようになった。

とれらの一連の社会経済的，生産技術的変化は

旧来の制度慣行に大きな影響を及ぼし，のみなら

ず，変化速度の非常な早さもあって新たに登場し

てきた慣行にまで影響を及ぼすかのようである。

ここでは， 1970年代（こ入って進展しつつある労働

慣行における変化を，悪用労働の急減とそれに伴

う家族労働力依存度の上昇，米新品種導入過程で

政策的に普及する集団栽培のなりゆき，伝統的

な共同労働の最後の残存形態であるプムアシの日

雇への代杯傾向などを中心にして考察するこ！をに

す石。

1. 重用労働力の家族労働力への代替

近年にはいって農業労働力の構成に現われたも

っとも重要な変化は，腫用労働力から家族労働力

への代替傾向であろう。 1960年代以来の持続的な

経済成長は都市内部の過剰人口の吸収とともに農

村労働力に対する非農業部門からの需要増大を引

き魁こし，青年労働力の減少が特に顕著になって

いる（注日。この結果，伝統的に農業雇用労働力の

主軸を占めていたそスムをはじめ農村における雇

用労働力の供給源が急速に減るこどになった。

一方，良業雇用労働力の需要倶1カミらみると，

1960年代の後半以来農業賃金は実質賃金ベースで

14 

みた絶対水準のみならず他産業との相対的水準で

もかなり上昇し｛注2），年雇をはじめ家族外労働者

を取り入れる条件が次第に難しくなってきた。ま

た除草剤などの農薬その他の営農資材の普及と耕

転機などの農機械の導入が急速に増えることによ

って，労働時間の減少もかなり進んできて，嵐用

労働力に対する需要が減る傾向もでできている

このような条件変化の中でおこったもっとも目

立つ現象としては，長い間雇用労働力の中心的位

置を占めてきたモスム労働のほぼ絶滅に近い激減

があげられる。 1977年に筆者が行なった京畿道の

平野・都市近郊・山間地域を含む5個部落調査結

果をみると，調査対象農家総戸数322戸の中でモ

スム労働者を躍入れていたのはわずか3戸だけで

あった位4）。モスムの雇主はいずれも平野水間作

地帯の 3f!lf歩以上の大差是であって，大部分の農家

にとってはモスム労働者を雇うこ土はもう考えら

れない過去のととに太っている。またこの調査か

ら把握したモスムの年間報酬は衣食住の提供を別

にして籾12石の水準であって，以前の時期に比べ

てかなり高くなっている。この状況のもとでは例

外的に規模の大きヤ稲作農家を除ャてはモスムを

雇うととは不可能であるし，また農村の青年労働

力の減少によってモスム労働の潜在的供給源がほ

ぼ消えたといえる。

もう一つの特徴的なととは，伝統的た共同労働

の中で戦後まで残ってヤた唯一の形態であったプ

ムアシのR雇への代替現象である。上記の1977年

京畿道調査を通してみると，プムアジ慣行がまだ

残っていたのは山間地帯だけで，平野水田作地帯

および都市近郊地帯ではまったく姿を消してR雇

形態に代わっていた。山同地帯の農村iこデムアシ

慣行がまだ行なわれていることは，伝統的な部落
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共同体章識にもとづくとレうよりはむしろ物物交

換形態の宇・つの残津とみなければならない。こ

の地域はほか内地域に比べて換金作物の栽培や民

外就業の機会が非常に限られてし、て，部落経済の

貨幣化が相対的に遅れているとこんであった。

都市近交｜リ也l戎では従来（ハ・fムアシ労働の代t)I) 

に他人ベースの日原労働が行なわれたが，部落び〉

結束が強L、平野水同作地帯では，日属労働による

共同作業組織がプム7シを代柊するものとして作

られていた。ここむの日雇による共同作業組織と

いろのは，労働力交換の円的ではなくて上I雇労働

力の出役および原入の希望を部落i}）作業務Eと呼ば

れわ組織が－j百で受付け，作業R程を効率的に配

分し，／Jj役の報酬は全部現金で決済する方式であ

る。もともど三円組織ができあが〆〉たのはtfl¥1t内

！史家の支払貨Ctができるだけ部落の外に流出しな

いようにするためであ f』たが，次第に；畏繁期にお

ける部落内l雇用労働力の需給調整の役割を担うこ

とにふ• > ::~ C 日雇労働力が投入される作業が同
植，除草，収穫，脱穀などの農繁期に集中し，季

節牲の強いものであるととや，その他の慣行には

別に変わりがない。

2. 集団栽培組織の普及とその限界

韓国における集団栽培は，ジャポニカとインデ

イプ1との遠隔交配によって開発された米の新品種

の農家栽培を定着させるため，営農技術指導当局

のイユシャテ fブの下で取り入れた営農方式であ

る。集団栽培Fどの農家は地域別の作業適携によっ

て作られた栽培暦にしたがって、品種と栽培技術

を統一し基幹作業を共同で行なうこ ξによって，

新品種の導入に伴う不確実性を捜和させ，芸家間

または準地聞の生産性格差を縮／トさせ，高水準で

の生産の平準化を達成することを目的としてい

る。

幹回農業にわける医用労働力および共同労働組織の変化

集団栽培4方式が最初に取り入れられたのは1968

年で，農村指導事業の一環として栽培技術の統ー

と経営費の節約のため，生産協同組識を通して摂

励された。だが，しかしそれが本格化されたのは

紘一系米の新1＼｝，極の農家筈及がはじまった1971年

L川i年である。

一つの集団栽培団地はふつう水田5～10ヘクタ

ール，会員農家数15～30戸ぐらいで構成され，団

地会長を中心とした防除班，水利班，栽培斑がそ

れぞれ責任を分担する。防除斑は病虫害防除，農

薬，農機具などを，水手I］班は水管理と運営の記録

乞栽培絞は育苗，田植および肥路管理を担当

し，会員農家は共同作業および資材の共同購入を

行なう r/t5）。

全国の集団栽培団地の数は，新品種の地域適応

試験を兼ねた示範栽培‘が農家レベルではじまった

1971年の 550個所から 1974年の2万9似）（｝個所，

1977年の4万8似防偶所へ急速に増え（住6），その面

積も71年のわずか2750ヘクタールから74年の39万

3000ヘケタール， 77年の48万1000ヘクタールへ拡

大された。稲作面積の39.1%，新品種栽培面積の

27.9%がこの方式によって栽培されてU、ることに

なる。

ここでまず注目されるのは，この組織が営農技

術指導行政の効果を高めることに大きく役立った

点である。すなわち，農業試験場で開発された新

栽培技術の農民への伝達は冬季農関期を利用して

団地の役員および一般農民に対する集中的な教育

の実施を通して行なわれたからである。これは第

一線の農村指導員がそれぞれ集団栽培団地を分担

するという方式で行なわれたが，かれらは単に新

技術の伝達者としてのみならず，栽培の現場で発

生した問題点を試験研究機関に報告して，とれに

機能的に対処するというコミュエケーションの通

Iラ
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路として緊要な役割をも担ってきた。

も士〉ろん，新！日種U）毘家普及を促進寸る要問と

しては，各種営農資材の優先供給，新品種米の政府

買上優先を含む支援政策を軽視するよとはでさな

いが，集団栽時方式の導入はtclこよ均九決定的な

寄与要因であったといえる。 1975年に全国側部務

の1141喪家（その中て、集団栽.t：＼ぽ 113) ）を対象に

して実施した調査によると仙7）＇集問栽培区にお

ヴる耕稀技術はわずかは期間の中で許しい改良が

行なわれてきたことを示している。たとえば，

1970～74年の間で保温古代し～没置面的は8.9%か

ら100%へ，間断濯水法の採用農家比率は 42.5%

から92.り%へ、それぞれ増かし、またノ主薬および

除草剤の施用方法と時期選択の技術が改善主れる

ことドよってr11耕除草作二業の同数が、I'・均2.5[i_,Jか

ら0.9阿へj域内て省力化と生活経費低下に大きく寄

）｝しfι。

でi土、 1970年代にはし、って稲作の1Hrl:1進歩の普

及に鑑要な役割を果たしてきた集団栽培方式の将

来の民l習に~），、て考察するととにしよろ。そのた

めにはこの方式の成立基盤やその限界性について

みる必要がある，，，この問題仁間違してほ1950年代

中盤以来集団栽培を含む多様な水稲生産組織が農

業労働の構造変｛七，生産技術の進展、 ！：地長盤条

件の整備などの与件変化に伴って次々に変遺して

きたH本の経験iま非常に示峻1YJであ 7,＇）。事実関

係からいっても韓国における集団栽略の導入初期

にはμ賀県の経験をかなり参考にし川、引，佐賀県

で行たわれた集団栽熔方式はもともと愛知県を中

心として展開された稲作生産組織の展開のー形態

であ＇CJたからであるり

日本で稲作の集団栽培がはじめて行なわれたの

（主1957年愛知県安城市高棚て、あったtii 9）。カ初の

集団栽培は水系ごとに作期を統一し，適合する品

八リー

種を栽培するために品種の選択，施肥，防除，用

水管理などに閣する「技術協定jを結ぶ方式を取っ

たのである。当時の高棚では農家戸数のgor》まで
が専業農家であって基幹労働力は充分だったので

営農作業は個別的にやりながら収事告を上げ之、こと

が主図的になゅていた。しかし，兼業化の進展に

よって労働力，特仁基幹労働力の不足が目立つよ

うになり，「集落単位の共同作業による集団栽培」

が取り入れられはじめた。その最初｝の例が1960年

岡崎市東本郷での共同育苗，共同国植，耕転機の

共同利用，共同防除の採用であったη

共同作業を含んだ集団栽培もその後2～3年た

ってからは兼業化が一層進展することによって，

村落に残る小数の中核農家の負担が過度に重くな

ってまず共同作業方式が崩れ始める。特に1963年

からのトラクダーの導入以後は，オペレーターの

作業負担は一層重くなる反面，共同作業方式で定

めムれた作業料金紋安く精軍事の時期も遅u、のがふ

つうであった。

とのような状況の中で中核農家ないしオベレー

ターの共同作業に対する忌避や脱落を防ぎ，かっ

オぺ Lーター；こ妥当な水準の所得を確保する罰的

で「作業受委託」（技術信託〕の方式が登場する。

この方式はオベレーターと農機械とを集務から分

離させ，農協などを媒介とする受委託組織に編成

することを意味すゐ。最初の例は1%4年の桜井農

協であった。

しかし，稲作の作業体系の著しし、季節性のため，

受託オペレーターの年間作業日数が非常に少なく

なるのは避けられなくオペレーターの所特が兼業

農家の所料水準に及ばなくなって，作業受委託方

式もまたもや壁にぶつかってしまった。ここで経

営規模の拡大を前提どする「経営受委託J（全面作

託）方式が新たに要請され， 1968年豊田市高岡農
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W1でその最初のケースが登場した。経営受委託組

織 ））中には，~協を媒介とする方式と直接受委託

者だけで構成される）j式があるが，ヤずれも土地

流動性のl骨大を前提とする人ム規模経営のための組

織であるlIでは同じであおc

叫するl二，］l):'j（）年代q1盤のfl本で，従来の民家ヰi

｛立の自己完結的な生産過程から， 一定の地域的な

まとまりを前提にした品種および作期の統一と，

水利用の組織化を内容とする集団栽倍が成立した

こと；ェ， それなりの必要性と可能な条件が整って

νたからである。まず，当時比較的に停滞状態であ

った稲作生産力をr白Li二主せるためには，晩生種か

r-, q1・平生干)f［への品稀山転換が技術的に要詰され

て＼、？こIJ，‘ そのためには→定の属地集団を対象に

して計画的に品種転換を実値することが効果的で

あった点が上げられ6，，支た，収量；増大を主t1的

どした協定栽府カ~r&,:r:11しえたのは，兼業（ヒがまだ

あ主り進展しなか－：，たので尾幹的労働力が農家に

止まっていて、米l骨収日標が.:Uc通の利害関係を形

FJX:したか凡であろ行っ

1%0年頃にな η て協定栽黙のうえに共同作業が

i且加されたのは， 基幹労働力の流出力二はじまった

時期；二補助的労働力の足りない宰業の上層農家と

基幹労働力♂川、ない下婦の兼業農家との利害関係

えl：共通する所で同杭，防除，育市たどの：！Uri］作業

が成立することができた力、らである（川町、

愛知県での経験が他の地域に普及される中で，

佐賀では1961.f¥よ頃から新品種の選抜，普ニ及および

それに必要な街杭， 多肥分施，間断濯瓶による周

到な水管理，防除の徹底などの栽培技術の変化を

内存とする集団栽情が部落見Jjに実施されることに

なったっその成果は， 1960年代後半毎年の反収記

最を更新l, ＇，、わゆる「新佐賀段階 jとL、う造語

がぺくられるくらいに成果が上がった。 しかし，

市！？↓，4農業にわけどJ}(i；照労働力わよぴ共同労働組総の変化

佐賀の場合も士地基盤未整備の条件の下で，労働

手段関連の技術革新の導入が阻害される上に，兼

業の一層の進展と米作減反政策が採用されるよう

になる中で，新しい組織化への発展的展開ができ

なし、主主，次第に減少趨勢にはいってしまった。

以上に述べたR本の経験からみても，集団栽陪

の方式はその成立の経済的必要性と技術的可能性

を古H提にして， はじめて展開を見せうるものであ

って，基幹的農業労働力の大量流出，米の供給過

剰化などの成立与｛牛の変化の上で1主解体あるいは

新しい組織への移行が不可避なことになる。

でもっとも重要なのは，集団栽培組織の存続発展

を左右する経済的与件の変化を見きわめて，与件

変化に伴って集団栽培方式がつぎの組識へ円滑に

移行できるように，必要な物的，制度的基盤を整

えていくことである。ここには土地基盤の整備，

改良生産手段の供給条件の充足，士地の利用体系

を含む士I也市j度の調整ーなど幅広い問題が含まれる

であろう。

呆近の韓国では，全国的iこもっとも広く普及さ

れて 1ぜ、る集団栽培のほかに，ごく一部の地域では

あるが作業受委託方式を取る「営農会社jという新

Lし、形態の生産組織も登場している。 との方式は

現在としてはまだ試験的な段階にすぎなレので，

その定着ペリよし、範囲にわたる普及の可能性などに

ついどの展望または判断はひかえて， 一つの事例

を上げてその概要と問題点にふれることにしたヤ

(1Ul、。
全羅北道の水田作地帯である完州都では，深刻

化する農業労働力不足に対処するため， 1979if2 

月，地域の篤農家が中心になって， 田植機やトラ

ケターを含む大型農機械を保有し，委託農家の希

望によって水稲作の全作業または一部の作業を代

行す石作業受委託組織である株式会社形態の［全

I 7 
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北営農」が発足した。この作業受託会社はまず初年

度には 6台の田植機で完州，金堤地方の農家58戸

から委託された80町歩の水田につL、ては育苗，田

植から収護までの全作業を，また200町歩の水田に

J jいては耕転整地，病虫害防除，脱穀などの一部

の作業を請負っているほか，設備能力の制約のた

め地域農家からの委託希望を全部充足させること

はできない状況にあるということである。

まだ，長初の年度の収穫までもいたっていない

段階であるので，はたしていまの段階でこの新し

い大型機械による作業受委託組織が定着普及しう

るかどうかの問題は簡単に結論がでる性格のもの

ではない。これに関してはすくなくとも大型機械

作業を可能にする技術的条件，それを成立させう

る経済的採算性，および自作白耕原則の上にでき

あがってし、る農地制度の再編などの側面を古む包

括的な検討が伴わなければならなL～
CU) 「経済i!if)J人1-1i政責」に上るじ 20～39高見

if'！齢府J〕興林漁すご札業者ゾ）総数は 196G;I ,i: 2:-lli万4000

人にXIIノて1975if .' 212万人 Lトべように減少傾i,,J'二

ある。

（注 2) 1967年〆！〉誠ftによると，モスムクJif'.平JI］報

飢！土 6万1688ウオンさ，製造業臨時記賃金］）｛！＇［日 Ji換算

額6万5808ウォンゴ＞94%水車！まで迭しといた。 Cl】un巨

You口E『II，‘ζ（）、＇er守timeChang出 inthe Regional 

Urban-Rural Incorn己 Di任erencesin Korea”Inc《》n1 e 

and Assets Distribution Research Project, Institutピ

of Economic Research, Hitotsubashi University, 

May 1976, pp. 14--16. 

（注3〕 「農家経済調吉正」によると， J!J家1戸売り

子幻労働力投下時間は1965年の2585時間（能力換算基

議）から1977IF c') 1694時間に次第に減っとおり， 「米

生産質調企」でゴノ水li目fl 10アーノし＇＇＿；たり労働） Jj交ic鼠

は19654-心 141.21時間からゆ77年］） 96.8時間まで減少

してきノルニ。

(;t 4) 金 A鉄・郎英一「斡国零科;Jg！）：二関ス Jレtif: 

－経済的研究」（『社会科γ’研究報・；＇；－ I』（ソウノレ大学

校社会H学研究明 1977年） 177ベージ。
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（注5) 農村振興Ii° 1ワガ国ノ米生産革命J1977年

9月（騰写版〉。

（注6）金寅：換『斡同ノ緑色革命 福新品符 ／nil 

発ト普ー及 』水原農村振興ff1978¥ 188ベーージ。

Ci主7）農村振興行（沈，j(仮， lj！東ノf:)『統稲ノ

？？及効果二関スノL誠i'F.研究報？』,IJ』1975'<!'5 JJ。

c 11 s ) 1% 1nr m ,tt 1s2～154ぺ一 /' 0 
Cit 9) l内j己敏男「木rill’i二産組織しり変j全 長r匁ly,; 

における一一」（小介氏一点目『集rn・At'ko>展開』御茶

の水市I.if I976fl所収入両足敏明『農業生産組織を与

える』 家vi光協会 1975年。

C il二10) 今村奈良！：｛「稲作生産調l級J>'UN：・l:{lif!• 

嶋中j （小it 1iii掲苫所収）。

(/UI）『東illiFl報』 I979"f-l)Jl41f, 5JJ211, 

jうよ TY5月18f1 0 

主j 才ヲ り iニ

いままでの考察から明らかになったもっとも特

徴的な点は， (1）伝統的に中心的位置を占めてき

た雇用労働力形態であるモスム労働をはじめ，貧

しい農家による労働力の窮迫販売という前近代的

性格の濃い請負労働形態である雇只の激減によっ

て農家における雇用労働力の比重が大幅に減少し

たこと。（2）反面白家労働力による代替が不可避に

なっている中で，農村青年労働力の急激な流出で

農業経営は非常に難しくなっており，ごく一部の

地方では多数の農家が農作業を委託に出さざる

をえなくなるほどの急激な変化が見られることで

ある。しかし，作業受委託方式が広く普・及定着ーし

てし、くためには多くの技術的，経済的，および法

制的条件が整えられていなければならなし、。ま

ず，農作業の全過程を機械化するためには機械化

に必要な土地条件の整備や大量の農機械の供給お

よび運営体系と操作技術の普及が要請されるが，

その中のいずれも短期間にできあがるものではな

い。また機械による労働力の全面的な代替の経済

性は個別経営の立場のみならず，国民経済的次元
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での資源のf，理的配分という視点からの卜分な検

討がなければならない。さらに作業受委託方式の

導入は遅かれ即かれ次の段階である経営受委託へ

将行せざるをえないと考えられ、護地改革の基本

精神である「耕者有国Jの胤則を全面再検討しな

ければならなくなる。このような農地制度の改編

は農業を取りまく国民経済的与件の変化趨勢に合

わせて慎重にお整すべき課題であろう。

戦前期から最近にいたる期間を通じてみられる

もう一つの大きな傾向は，共同耕作，農社，ヂュ

レ方式を合むいろいろの伝統的形態の共同労働

が，近代的土地所有権の確立，持落内階層間利害

関係の多様化，組織の大規模性L 持続的性格か

らくる硬直性などの理由で次第に消滅し，その最

後の形態としご残存してきたフ。ムアシ方式も最近

には日雇労働方式に移行し，下層農家および山間

地帯で重要性を維持しているだけである。近年の

米新品種の導入とともに新しい共同作業紙織をし

と全面的仁普及してきた集団栽培方式は，米の収

量増大に対する各層農民の利害の共通性，集団栽

培を支える農家基幹労働力の保有，さらに政府の

技術指導および新品種の買i二優先などがあって，

米作の耕種技術の全般的向上に大きな役割を果た

してきたといえよう。しかし，集団栽培組織もそ

の成立基盤自体の変化が進む限り，発展的な解消

の道を模索しなければならないc 集団栽培方式の

導入を必要とし，可能にした経済的諸条件，たと

えば米収量の持続的増加，米作の高い収益性，多

くの農家基幹労働力の供給などの中で，いずれか

の一角に変動が出てくると、集団栽培組織はその

機能を円滑に果たすことが難しくなる。実際の動

きの中でもすでに70年代の初中盤に取ってきた

「高米価」政策lこ対する修正や，予想を上回わる

急激な農業労働力の流出などの与件変動の中で，

車専問農業におけるl伝用労働力および共同労働組織の変化

集団栽培方式の存立基盤が次第に崩れ始め，ごく

一部では作業受委託方式がみられるようになって

いる。

ここで重要なことは，伝統的に韓国農業労働力

の中で，かなりの比重を占めてきた耀用労働力が

著しく減少し，家族労働力への代替が不可避的に

なり，従来の共同作業組織がほとんど消滅して，

個別農家が農作業の全過程にかけての労働力調達

の責任を負わなければならなくなqたという経営

条件の中で，農業を取りまく国民経済的要請に即

応しながら，農業生産力を高めるために，集団栽

培方式を発展的に継承しつつ次の段階への移行を

円滑化ならしめる物的，経済的，法制度的基盤造

成が模索されねばならないというととである。

〔付記〕 本稿は筆者のアジア経済研究所での客員研

究員としての研究成果の一容Eである。滞在中研究所の

方々からいただいたご支援と協力に対ナる感謝の意を

二この紙面を借りて表す次第である。特に「現代韓国

民業の変容J研’定会の主査である桜井it氏には草稿を

読んでコメントしてもらい，日本語の表現の修正にい

たるまで大変お世話になったことを記して感謝する。

（アジア経済研究所客員研究員l
ソウル大学校経済学科助教授f
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